
「都道府県推進計画（第二次大阪府社会的養護体制整備計画）」の見直し
１．都道府県推進計画見直しの必要性










２．都道府県推進計画の法的位置づけ






３．都道府県推進計画の見直しスケジュール

	2015年度

H27
	2016年度

H28
	2017年度

H29
	2018年度

H30
	2019年度

H31
	2020-2024年度
H32-H36
	2025-2029年度
H37-H41




社会的養育関係部分について、実質的に中期計画に向けた見直しを1年前倒して実施


中間見直し　　　中期計画策定


４．都道府県推進計画の変遷
















「都道府県推進計画（第二次大阪府社会的養護体制整備計画）」
の見直しに向けた検討体制
１．都道府県推進計画見直しの検討体制について








２．スケジュール（予定を含む）
	平成29年
平成30年
平成31年


	10月
10～12月
１月
３月１日
３月～
４月～
３／２６
５月
６月
７月
８月
９月
10月
11月
12月
１月
２月
３月
	施設部会、里親連合会との意見交換
家庭支援課で実態調査のたたき台を検討・作成
子ども施策審議会会長に部会の委員構成等について承認を得る
第1回社会的養育体制整備計画策定部会
実態調査の実施
施設ヒアリング
子ども施策審議会
実態調査の分析　及び　施設ヒアリングの整理
第２回社会的養育体制整備計画策定部会　社会的養護WG①
第３回社会的養育体制整備計画策定部会　子ども家庭支援体制WG①

第４回社会的養育体制整備計画策定部会　社会的養護WG②
第５回社会的養育体制整備計画策定部会　子ども家庭支援体制WG②
第６回社会的養育体制整備計画策定部会　社会的養護WG③
第７回社会的養育体制整備計画策定部会　子ども家庭支援体制WG③
※各ワーキングについて、審議が終了しなかった場合の予備設定
パブリックコメントの実施
第８回社会的養育体制整備計画策定部会
子ども施策審議会
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平成28年改正「児童福祉法」の概要





・全ての児童が健全に育成されるよう、児童虐待について発生予防から自立支援まで一連の対策の更なる強化等を図るため、児童福祉法の理念を明確化するとともに、母子健康包括支援センターの全国展開、市町村及び児童相談所の体制の強化、里親委託の推進等の所要の措置を講ずる。


児童福祉法の理念の明確化等


児童虐待の発生予防


児童虐待発生時の迅速・的確な対応


被虐待児童への自立支援





平成29年改正「児童福祉法及び児童虐待の防止等に関する法律の一部を改正する法律」の概要





・虐待を受けている児童等の保護を図るため、里親委託・施設入所の措置の承認の申立てがあった場合に、家庭裁判所が都道府県に対して保護者指導を勧告することができることとする等、児童等の保護についての司法関与を強化する等の措置を講ずる。


虐待を受けている児童等の保護者に対する指導への司法関与（児童福祉法）


家庭裁判所による一時保護の審査の導入（児童福祉法）


接近禁止命令を行うことができる場合の拡大（児童虐待の防止等に関する法律）
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「新しい社会的養育ビジョン」の概要





・平成28年児童福祉法改正では、子どもが権利の主体であることを明確にし、家庭への養育支援から代替養育までの社会的養育の充実とともに、家庭養育優先の理念を規定し、実親による養育が困難であれば、特別養子縁組による永続的解決（パーマネンシー保障）や里親による養育を推進することを明確にした。


・この改正法の理念を具体化するため、「新しい社会的養育ビジョン」を示す。


・改革項目のすべてが緊密に繋がっているものであり、一体的かつ全体として改革を進めることが必要。


市区町村の子ども家庭支援体制の構築


児童相談所・一時保護改革


里親への包括的支援体制（フォスタリング機関）の抜本的強化と里親制度改革


永続的解決（パーマネンシー保障）としての特別養子縁組の推進


乳幼児の家庭養育原則の徹底と、年限を明確にした取組目標


子供にニーズに応じた養育の提供と施設の抜本改革


自立支援（リービングケア、アフターケア）


担う人材の専門性の向上など


都道府県計画の見直し、国による支援


従来の「社会的養護の課題と将来像」（平成23年７月）に基づいて策定された都道府県等の計画については、この「新しい社会的養育ビジョン」に基づき、平成30年度末までに見直し、家庭養育の実現と永続的解決（パーマネンシー保障）、施設の抜本的改革、児童相談所と一時保護所の改革、中核市・特別区における児童相談所設置支援、市区町村の子ども家庭支援体制構築への支援策などを盛り込む。これらを実現するため、国は必要な予算確保に向けて最大限努力し、実現を図る。





「都道府県計画見直し要領」の概要





・平成28年および29年の通常国会において、いずれも全会一致で成立した改正児童福祉法においては、昭和22年の制定時から見直されてこなかった理念規定が改正されるなど、社会的養育に関する抜本的な改正が行われた。この都道府県推進計画の見直し要領（骨子案）は、改正児童福祉法等を受けて行われるべき既存の都道府県推進計画（以下「計画」という。）の全面的な見直しに当たって踏まえるべき基本的考え方や留意点などのポイントをまとめたもの。 


・各都道府県においては、この見直し要領（骨子案）を基に計画の見直しに向けた準備や検討を進め、平成30年度中を目処に計画を見直していただきたい。今後、関係者のご意見や、現在検討中のフォスタリング機関事業のガイドライン並びに施設の高機能化及び多機能化・機能転換も盛り込んだ「都道府県推進計画の見直し要領」を年度内に正式にお示しする予定。
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■次世代育成支援対策推進法


･国の｢行動計画策定指針｣を踏まえ、都道府県計画を策定する(H27～31年度)


･計画には、保護を要する子どもの養育環境の整備に関する事項を定める








■都道府県子ども・子育て支援事業


支援計画





【大阪府子ども総合計画】


（第１期：H27～31年度）





■社会的養育関係部分


【社会的養護体制整備計画】


（前期：H27～31年度）


１．児童虐待防止対策の充実


２．社会的養護体制の充実�
�






■子ども子育て支援法


･国の｢基本指針｣に即して都道府県計画を策定する(H27～31年度)


･計画には、保護を要する子どもの養育環境の整備（略）その他の子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する施策の実施に関する事項を定める





同（後期計画）





同（中期計画）





都道府県推進計画（前期計画）





同（第3期）





同（第2期）





都道府県子ども・子育て支援事業支援計画（第1期）





同（第3期）





同（第2期）





市町村子ども・子育て支援事業支援計画（第1期）
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今後目指すべき児童の社会的養護体制に関する構想検討会中間とりまとめ


(H19.5)





■大阪府社会的養護体制整備計画


(H22～26年度)








社会保障審議会児童部会社会的養護専門委員会報告書


「社会的養護体制の充実を図るための方策について」


(H19.11)





各施設の計画





■大阪府社会的養護体制整備計画


(H27～31年度)





社会保障審議会児童部会社会的養護専門委員会とりまとめ


｢社会的養護の課題と将来像｣(H23.7)





■都道府県推進計画


(H27～41年度)


施設の小規模化、家庭的養護の推進（児童養護施設、乳児院）





｢児童養護施設等の小規模化及び家庭的養護の推進について｣


(H24.11)





■大阪府社会的養育体制整備計画


(H31～36年度)





■都道府県推進計画


(H31～41年度)


都道府県推進計画の記載事項


都道府県における社会的養育の体制整備の基本的考え方及び全体像


当事者である子どもの権利擁護の取組（意見聴取・アドボカシー）


市区町村の子ども家庭支援体制の構築等に向けた都道府県の取組


各年度における代替養育を必要とする児童数の見込み


里親等への委託の推進に向けた取組


パーマネンシー保障としての特別養子縁組等の推進のための支援体制の構築に向けた取組


施設の小規模化・地域分散化、高機能化及び多機能化・機能転換に向けた取組


一時保護改革に向けた取組


社会的養護自立支援の推進に向けた取組


児童相談所の強化等に向けた取組





｢児童福祉法改正｣


(H28.6)





新たな社会的養育の在り方に関する検討会


｢新しい社会的養育ビジョン｣


(H29.8)





｢都道府県計画の見直し要領｣


(H30.3予定)
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※WG…ワーキンググループ





大阪府子ども施策審議会（本審）


・「大阪府子ども総合計画」の審議





大阪府社会的養育体制整備計画策定部会


・「第三次大阪府社会的養育体制整備計画」の審議





子ども家庭支援体制WG





・主な審議事項


都道府県における社会的養育の体制整備の基本的考え方及び全体像


当事者である子どもの権利擁護の取組（意見聴取・アドボカシー）


市区町村の子ども家庭支援体制の構築等に向けた都道府県の取組


④ 一時保護改革に向けた取組


⑤ 児童相談所の強化等に向けた取組








社会的養護WG





・主な審議事項


都道府県における社会的養育の体制整備の基本的考え方及び全体像


当事者である子どもの権利擁護の取組（意見聴取・アドボカシー）


③ 各年度における代替養育を必要と


する児童数の見込み


里親等への委託の推進に向けた取組


パーマネンシー保障としての特別養子縁組等の推進のための支援体制の構築に向けた取組


施設の小規模化・地域分散化、高機能化及び多機能化・機能転換に向けた取組


⑦ 社会的養護自立支援の推進に向け


た取組
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